
事 務 連 絡

平成 27 年７月 １日

都道府県

各 指定都市 生活保護担当課 御中

中 核 市

厚生労働省社会・援護局保護課

生活保護分野における番号制度の導入について（依頼）

本年 10 月以降、マイナンバーの付番・通知が始まり、来年１月からマイナン

バーの利用が開始されます。

番号制度導入に向けた準備については、本年２月 23 日開催の全国厚生労働関

係部局長会議及び３月 10 日開催の全国生活保護担当係長会議のほか、４月から

６月にかけて開催中の全国説明会で着実に準備を進めていただくよう依頼させ

ていただいているところですが、今般、番号制度導入に向けた準備を行うに当

たり必要となる作業を別紙にまとめました。

各地方公共団体におかれましては、これを参考に着実な準備を更に進めてい

ただきますようお願いいたします。

なお、各都道府県におかれましては、この旨を管内市町村（特別区、一部事

務組合及び広域連合を含み、後期高齢者医療広域連合を除く。以下同じ。）に周

知していただくとともに、管内市町村における番号制度導入に向けた準備が円

滑に実施されるよう、準備状況の把握、助言等の支援をお願いいたします。

MjAxNS8wNy8xNSAyMzoyMjoxMCB1IDQyMjU4
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社会保障分野における番号制度の導入準備に必要な作業

第１ 番号制度の概要

１．目的

社会保障・税番号制度は、住民票を有する全ての人に重複することのない

一意の番号を漏れなく付番するとともに、個人情報の保護に配慮しつつ幅広

い行政分野において情報連携を行う仕組みを築くことにより、国民にとって

の利便性、行政事務の効率性・正確性、負担と給付の公平性の確保を目的と

するものである。

２．個人番号の利用（平成 28 年１月）

平成 28 年 1 月には、個人番号利用及び「個人番号カード」の交付が開始さ

れる。地方公共団体においては、平成 28 年 1 月までに番号制度関連手続に係

る帳票や手続様式に個人番号の記入欄を設けるとともに、業務上も個人番号

の利用に対応できるよう準備を行う必要がある。また、個人番号カードの交

付に関する対応の他、通知カード及び個人番号カードによる本人確認措置へ

の対応についても準備する必要がある。

３．情報連携（平成 29 年７月目途）

平成 29 年 7 月には、情報提供ネットワークシステムを利用した、他の情報

保有機関との情報連携が開始される。情報連携開始後は、これまで必要とさ

れていた一部の添付書類が不要となり、システムを介して必要情報を取得す

ることとなる。また、他の情報保有機関からの照会に応じて、各団体が保有

する情報の提供も行う必要があるため、中間サーバーへのデータ登録等（場

合によっては、手動で情報提供を行うことも想定される）が行われることと

なる。

これに伴い、地方公共団体においては、個人番号を利用した情報連携を踏

まえた業務対応が必要となる。

第２ 導入準備に必要な作業

１．制度の理解と住民説明

平成 28 年１月から個人番号の利用が開始され、この際に住民から番号制度

についての問合せが想定されることから、窓口担当者を含め番号関係業務に

関わる職員は、制度の趣旨、目的を住民に説明できるよう、番号制度への理

解を深めるとともに、住民への周知を徹底すること。

（別紙）
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なお、理解、周知にあたっては、内閣官房のマイナンバーホームページの

資料などを活用すること。

（内閣官房マイナンバーホームページ）

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/

２．取扱いガイドラインの遵守

個人番号の取扱いに関しては、法律で規定された目的以外の利用の禁止、

保管・廃棄の制限など厳格なルールが決められていることから、「特定個人情

報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）」

（特定個人情報保護委員会）を参照の上、各地方公共団体で行う個人番号を

取り扱う事務がガイドラインに遵守しているか確認すること。特に、個人番

号が記入されている申請・届出を受け付ける場合の本人確認の措置について

は、住民との接点となる部分であるため十分留意すること。

なお、個人番号を取り扱う事務を事業者へ委託する場合、地方公共団体は、

委託先に対する監督責任があること、また、当該委託先が再委託をする場合

の諾否の他、再委託を許諾した場合においては、再委託先に対する監督責任

も発生することに留意すること。

（ガイドライン掲載先：特定個人情報保護委員会ホームページ）

http://www.ppc.go.jp/

３．関係事務の洗い出しと業務フローの見直し

個人番号を利用することになる事務、当該事務の所管課及び関係課（例え

ば社会保障分野各事務の所管課と税務担当課など）を網羅的に洗い出し、現

行事務の業務フローを確認すること。

また、現行事務の業務フローを以下の観点から見直した上で、番号制度利

用開始後の業務フロー（見直し後業務フロー）を作成すること。

 個人番号を利用・確認する時点の追加

 情報連携で入手することになる情報は、文書照会・添付書類での確認か

らシステム間情報連携へフローを変更

 番号制度導入に伴い業務処理の標準化、効率化の余地がないか など

なお、２．のとおり個人番号の取扱いには厳格なルールが規定されている

ので、見直し後業務フローが取扱いガイドラインに遵守しているか、確認す

ること。

※業務フローの粒度は問わない（マニュアル程度でもよい）。

（必要な以下の資料はデジタル PMO に掲載済）

 社会保障各分野における番号利用・情報連携の概要（各分野の代表的な

手続における番号利用等の概要を図示してわかりやすくしたもの）
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 番号法別表第１及び第２に規定される主務省令事項の整理について（個

人番号を利用する具体的な事務・手続や情報連携を行う具体的な事務・

手続を網羅的に表したもの）

 特定個人情報データ標準レイアウト（特定個人情報毎に情報提供者、デ

ータ定義及び当該特定個人情報を使用する事務手続の対応を整理した

もの）

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律別表第一の主務省令で定める事務を定める命令

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令

 番号制度施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（案）（個

人番号の取得・確認を行うため、申請様式等に個人番号を追加する等の

改正を行う厚生労働省関係の省令をまとめたもの）

※ 省令（案）は、下記ページ参照

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL

&id=495140580&Mode=0

 業務フローサンプルファイル（代表的な事務の個人番号利用後の業務フ

ローの一例）

４．業務システムの改修等

３．で作成した業務フローを活用し、番号制度導入に必要な業務システム

の改修を行う。なお、改修にあたっては以下の点に注意すること。

(1) システム改修見積の精査

業務システム改修に係る費用の積算にあたり、システム業者から見積書

を徴取することになるが、以下の観点から精査を行うこと。

 見積書の内訳を提出させ不要な作業が含まれてないか。また、作業工数、

単価等は妥当か。

 見積根拠資料としてデジタル PMO に掲載された情報を確認しているか。

 その他、システムに精通している庁内情報システム部門の担当者も交え

ての確認、複数者から見積書を取得して比較 など

(2) 予算の確保

システム改修は各地方公共団体の予算措置（議会承認）及び厚生労働省

への補助金申請が必要となるが、それぞれスケジュールが定められている

ので、計画的な作業を行うこと。
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５．その他

(1) デジタル PMO の利用及び番号制度に関する問合せ

１．～４．で説明した事項を実施するに当たっては、デジタル PMO（番号

制度に関する情報共有を目的としたコミュニケーションツール）にログイ

ンして情報を入手する必要がある。

デジタル PMO の利用に必要なアカウント（ID、パスワード）は、各地方

公共団体の番号制度主管課に確認すること。また、アカウントがない場合

は発行依頼し、生活保護分野の担当者も必ず取得すること。

デジタル PMO のアカウントは、システム業者に対しても発行可能となっ

ているので、アカウントを所有していない場合は発行を依頼すること。

また、番号制度に関する問合せは、政府内で一元管理する観点から、デ

ジタル PMO のテクニカルサポートを利用して、問い合わせること。

テクニカルサポートで受け付けた質問への回答については、個別内容を

除き、デジタル PMO 内の FAQ で共有することとしている。また、システム

ベンダーから番号制度に関する問い合わせがあった場合は、地方公共団体

職員を経由して問い合わせること。（※システムベンダーからデジタル PMO

へ問い合わせる機能がないため。）

なお、厚生労働省補助金に関する問合せのみ、当省情報政策担当参事官

室あてへ問い合わせること。

【番号制度に関する問合せ先】

厚生労働省補助金に関すること：bangoujyunbi@mhlw.go.jp

上記以外：内閣官房テクニカルサポート

https://cas.digital-pmo.go.jp/digitalpmo/users/ → FAQ

(2) 法人番号

法人番号は、株式会社などの法人等に指定される 13 桁の番号で、個人番

号（マイナンバー）と異なり、原則として公表され、どなたでも自由に利

用できる番号であり、広く普及することで行政の効率化、公平性・公正性

の向上、企業の事務負担軽減等に寄与するものである。

そのため、各地方公共団体に当たっては、インターネット等で公開する

法人情報に法人番号を付与するようご協力願いたい（資料参照）。
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第３ 生活保護分野における番号利用・情報連携の留意点

以下に生活保護分野における番号利用・情報連携時の留意点について説明

する。

１ 主な手続におけるマイナンバー導入事例

手続名 マイナンバーの利用
（番号法別表第１）

情報提供ネットワークシス
テムを利用した他の行政機
関等との情報連携（番号法
別表第２）

生活保護の申
請の受理、審
査、保護の決
定

生活保護の申請書にマイナ
ンバーの記載欄を追加し、
申請を受ける際に、対象者
のマイナンバーを取得し、
管理

保護の決定を行う際の必要
な調査として、情報連携ネ
ットワークシステムを利用
して、地方税関係情報（転
入前市町村から）、年金給付
関係情報（日本年金機構か
ら）、雇用保険給付関係情報
（ハローワークから）等を
取得

全ての手続については、デジタル PMO にある「主務省令事項の整理」を確

認。

２ 留意事項

 マイナンバーは、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 24 条第１項

第５号及び生活保護法施行規則（昭和 25 年厚生省令第 21 号）第１条第

３項第２号に規定される事項として位置づけられるものであるため、申

請書を受理する際には、所定の欄にマイナンバーを記載するよう申請者

に求めること。

 マイナンバーにより必要な調査を全て行うことができるわけではない

こと等から、マイナンバーの提供は保護の要件とはしていないこと。

 住民登録のない者についてはマイナンバーが付番されないため、福祉事

務所は住民票作成手続に必要な支援を行うこと。

 生活保護法第 24 条第 10 項の規定による、町村長を経由した保護の開始

又は変更の申請において、町村長は単なる経由機関に過ぎず、情報提供

ネットワークシステムを使用した情報連携を行うことはできないこと。

 マイナンバーの利用範囲については、番号法別表第１において、都道府

県知事等が行う、生活保護法による保護の決定及び実施等に関する事務

であって主務省令で定めるものとされていることから、行政措置として

日本国民に対する生活保護に準じた取扱いによって実施されている外

国人保護に関する事務は、番号法第９条第２項に基づく独自利用のため

の条例が存在する場合を除き、マイナンバーの利用対象外であること。
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３ 番号制度導入に伴って変更される様式名称

様式の変更は、以下のものを予定している。

生活保護法施行細則準則について（平成 12 年３月 31 日社援第 871 号）

様式第２号 保護台帳

様式第 12 号 生活保護法による保護申請書

※変更後の様式案については別添のとおり

参考 番号制度導入準備説明資料

本事務連絡の他、資料「地方公共団体（社会保障分野）における社会保障・

税番号制度の導入に向けた対応について」を参照の上、導入準備を進めること。

※資料提供場所

本事務連絡に記載の資料は、デジタル PMO の以下のページから参照可能である。

https://cas.digital-pmo.go.jp/digitalpmo/doc/topic/show/524



様式第２号

市町
村費 保 護 台 帳

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

ケース
番 号

特殊技能 現職

職 業

年 月 日

契約の内容

貸間の有無
及びその広
さ

居住の
始 期

学 歴

居住地
現在地

有
無

衛生状態
電灯
数

性
別

年
齢

年
齢

処分の可否

続
柄

備 考

家庭との
関 係

扶養能力の有無
及び扶養の程度

畳数別
室 数

良
不良

不在の時期及び
不在者の現住地

続
柄

住 所

生 年 月 日
心身の
状 況

負
債
の
調

種 類 金 額

水 道
設 備

扶
養
義
務
者
の
状
況

氏 名

自家借家
（間）の別

資
産
の
調

住
居
の
状
況

不
在
者
の
状
況

氏 名

氏 名

続
柄

規模構造 建 坪

内 容

個人番号

見 積 額

年
齢

性
別

県費

世帯主
氏 名

本籍地

性
別

原 因

（案）

土 地
家 屋
そ の 他

MjAxNS8wNy8xNSAyMzoyNjowMyB1IDQyMjU4



様式第１２号

現在住んでいるところ 現在のところに住み始めた時期

氏 名 個人番号 続柄 性別年齢生年月日学歴 職業 健康状態

世帯主

氏 名

保護を申請する理由（具体的に記入して下さい。）

上記のとおり相違ないので、生活保護法による保護を申請します。
年 月 日

申請者住所
        氏名 ㊞

保護を受けようとする者との関係
福祉事務所長殿

（記入上の注意）
1 ※印欄には記入しないで下さい。
2 申請者と保護を受けようとする者が異なる場合には、別添の書類は保護を受けようと
する者に記入してもらって下さい。

3 不実の申請をして不正に保護を受けた場合、生活保護法第85条又は刑法の規定によっ
て処罰されることがあります。

（注） この申請書は開始、変更いずれの場合にも用いるものとし、変更申請の場合は、変
更にかかる事項を記入させ、別添１から３のうち必要なものを添付させること。

年 月 日

世帯主又は
家族との関係

住 所
今まで受けた援助
及び将来の見込

3

4

5

6

7

8

者
の
状
況

援
助
を
し
て
く
れ
る

資産の状況（別添1） 収入の状況（別添2） 関係先照会への同意（別添3）

人員

1

2

（案）

※福祉事
務所受付
年月日

生活保護法による保護申請書

家
族
の
状
況

家族のうち別なとこ
ろに住んでいる者が
あるときはその名前
と住んでいるところ

※町村役
場受付年
月日

MjAxNS8wNy8xNSAyMzoyNjoyMSB1IDQyMjU4



公開情報への法人番号の併記について 
 

平成 27 年 3 月 27 日 
各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定 

 
 

「世界最先端 IT 国家創造宣言」（平成 26 年 6 月 24 日閣議決定）においては、利便性の

高い電子行政サービスの提供に向けて、「法人番号については行政機関が法人に係る情報を

公開する際の併記や、既存の法人に係る各種の番号との連携により、法人に係る情報につい

ての検索・利用を容易にし、その利用価値を高める」とされている。 
また、IT 総合戦略本部新戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会の「中間とりまとめ」

において、「行政がインターネット等で公開する法人情報について、法人番号による検索・

収集・利用を容易にし、公開情報の利用価値を高める観点から、先ず率先して平成 28 年 1
月以降国や地方公共団体が公開する法人情報には法人番号を付すこととする。そのために、

関連する手続きにおいて法人番号を求め、行政機関内においても法人情報の適正な管理を

図るものとする。」としている。 
 上記に基づき、各府省においてはマイナンバー制度の利用開始となる平成 28 年 1月以降

Web ページ等に法人情報を公開する際には、法人番号を併記することとする。 
また、各府省は、独立行政法人等においても同様の措置を取るよう取り計らうこととする。

内閣官房は、各府省の協力を得つつ、地方公共団体においても同様の措置を取るよう取り計

らうこととする。各府省は法人番号併記の状況について、内閣情報通信政策監（政府 CIO）
に報告することとする。 

なお、法人番号の併記にあたっては別添「法人番号を併記するにあたっての考え方」に基

づき進めるものとする。 
 

 以上 

MjAxNS8wNy8xNSAyMzoyNzoyMiB1IDQyMjU4



法人番号を併記するにあたっての考え方 
 

各府省に対する調査「IT 総合戦略「世界最先端 IT 国家創造宣言」に係る法人番号の利活用に

向けた準備について（作業依頼）」（平成 26 年 12 月 10 日付）への回答を基に、法人情報自体の

公表を主目的としているか否かの観点から公表されている法人情報を「法人番号併記へのニーズ

が高いと思われるケース」及び「法人番号併記へのニーズが低いと思われるケース」に分けて具

体的な参考事例としてまとめております。法人番号併記を効率的・効果的に行っていくため、こ

れらを踏まえて進めていくものとします。 
「法人番号併記へのニーズが高いと思われるケース」については、これ以外のケースへの併記

を不要とするものではございません。 
また、「法人番号併記へのニーズが低いと思われるケース」については、各府省等に対して法人

番号併記の取組状況の報告等を求める予定はございません。なお、同ケースについて、各府省が

任意で併記することは差し支えないものとします。 
 
法人番号の制度概要等については、付番機関である国税庁の以下サイトをご参照願います。 
https://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/mynumberinfo/houjinbangou/index.htm 
 
 
【法人番号併記へのニーズが高いと思われるケース】 

No 概要 事例 
1 「世界最先端 IT 国家創造宣言

工程表」に記載のある「調達、免

許・許認可、処分・勧告、補助金

交付、リコール届出、求人等の

情報」の項目 
 

http://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyoj/ginkou.pdf より転載（免許・許認可の事例） 

2 情報の分野に限らず大量のデー

タの管理や検索を目的としデー

タベース化されているもの 

  

 

http://www.jikojoho.go.jp/ai_national/ より転載 

別添 

https://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/mynumberinfo/houjinbangou/index.htm
http://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyoj/ginkou.pdf
http://www.jikojoho.go.jp/ai_national/


3 決算等 

 

http://www.maff.go.jp/j/supply/sonota/sisyutu/h20/pdf/01.pdf より転載 

4 調査、研究等 

 

http://www.mlit.go.jp/common/001061601.pdf より転載 

5 事故情報などの安全・安心に係

る情報 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iyakuhin/iyaku/ より

転載  

6 審判等 

 

http://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/pdf/kousyo/6.pdf より転載 

7 合併などの企業結合に係る情報 

 

http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/index.html より転載 

8 所管の法人一覧 

 

http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_002594.html より転載 

http://www.maff.go.jp/j/supply/sonota/sisyutu/h20/pdf/01.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001061601.pdf
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iyakuhin/iyaku/
http://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/pdf/kousyo/6.pdf
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/index.html
http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_002594.html


 
【法人番号併記のニーズが低いと思われるケース】 

No 概要 事例 
1 連絡先、問合せ窓口等（他の情

報を補足することを目的とした

もの）  

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/gyouseishoshi/ より転載 

2 会議、講演会等における構成員

名簿や議事要旨等 

 

http://cais.gsi.go.jp/YOCHIREN/meibo.html より転載 

3 主催、後援、協力団体等 

 

http://www.npa.go.jp/koutsuu/kikaku/anzenundou22/index.htm より転載 

4 組織、体制図（組織紹介）等 

 

http://www.jbaudit.go.jp/jbaudit/outfit/index.html より転載 

5 パンフレット、広報物（紙媒体

での公開を想定したもの） 

 

http://www.caa.go.jp/representation/pdf/110329premiums_1.pdf より転載 

6 行政機関や企業等のロゴマーク 

 

http://www.cas.go.jp/ より転載 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/gyouseishoshi/
http://cais.gsi.go.jp/YOCHIREN/meibo.html
http://www.npa.go.jp/koutsuu/kikaku/anzenundou22/index.htm
http://www.jbaudit.go.jp/jbaudit/outfit/index.html
http://www.caa.go.jp/representation/pdf/110329premiums_1.pdf
http://www.cas.go.jp/
http://www.cas.go.jp/index.html


7 リンク集（単に Webサイトの利

便性向上のみを目的としたも

の） 

 

http://www.fsa.go.jp/link/ より転載 

 
 以上 

http://www.fsa.go.jp/link/


● 世界最先端IT国家創造宣言（平成26年6月24日閣議決定）

「法人番号については行政機関が法人に係る情報を公開する際の併記や、既存の法人に係る各種の番号との連携により、法人に

係る情報についての検索・利用を容易にし、その利用価値を高める」

● マイナンバー等分科会「中間とりまとめ」（平成26年5月20日）

「行政がインターネット等で公開する法人情報について、法人番号による検索・収集・利用を容易にし、公開情報の利用価値を高め

る観点から、先ず率先して平成28年1月以降国や地方公共団体が公開する法人情報には法人番号を付すこととする。そのために、

関連する手続きにおいて法人番号を求め、行政機関内においても法人情報の適正な管理を図るものとする。」

公開情報への法人番号の併記について（概要）

対 象 者 行政機関・独立行政法人等・地方公共団体は公開する法人情報に法人番号の併記を行う。

対 象
行政機関・独立行政法人等・地方公共団体がWebページ等で公開する法人情報
（具体例：調達、免許・許認可、処分・勧告、補助金交付、リコール届出、求人等）

併 記 時 期 マイナンバー制度の利用開始となる平成28年1月1日以降に公開する法人情報について法人番号の併記を行う。

【具体的な取組内容】

背 景

H27年
４⽉〜６⽉ ７⽉〜９⽉ 10⽉〜12⽉

H28年
１⽉〜３⽉ 4⽉以降

内閣官房
国税庁

各府省

【今後のスケジュール（予定）】

法人番号併記の準備 法人番号併記の開始

説明会 法人番号通知

※ 内閣官房において平成2９年度を⽬途にフォローアップを⾏う予定。
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